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回更新可能である」と規定された、2005年3月18日憲法第96条にある［République du Burundi 2005］。
この憲法は、1990 年代に勃発した長期の内戦を終結させ、その再発を防止することを主眼に置い
て制定された。 
ブルンジは、1993 年 10 月に起こった大統領暗殺事件をきっかけに内戦に突入した。この国で





民会議・民主主義防衛軍」（Conseil national pour la défense de la démocratie–Forces pour la défense de la 
                                                        
1 ブルンジとルワンダは、トゥチが総人口の 1 割強、フトゥが 8 割強を占める点で、エスニックな構成が酷似して
いる。両国における内戦とその後の政治過程については、武内［2013］を参照。 
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じた」（第 I 議定書第 4 条）と性格付けたうえで、紛争の解決策として「ブルンジ社会のあらゆる
構成要素（toutes les composantes de la société burundaise）3を統合し、安心させるための国家制度の
再編」（第 I 議定書第 5 条第 2 項）が必要だとの認識を示した。政治的な要因で発生した紛争がエ
スニックな動員を引き起こさないよう、制度構築がなされるべきだとの認識で合意したわけであ
る。約 3 年半の移行期ののち、この合意に基づいて 2005 年憲法が採択され、そこで特にトゥチ、
フトゥ間の厳密な権力分有制度が規定された。 
同じ年の 6～7 月に実施された選挙では、CNDD-FDD が上下両院で第一党となった。CNDD-FDD
は 2000 年の段階では停戦に応じず、アルーシャ協定に参加していなかったが、2003 年に停戦に
合意し和平協定の枠組みに参加した。内戦を戦い抜いた元ゲリラへの民衆の支持は厚く、文民政
党化した CNDD-FDD が選挙で大勝利を収めたのである。そして、「移行期終了後最初の大統領は
上下両院の合同議場において 3 分の 2 以上の多数を獲得した者が選出される」とのアルーシャ協
定の規定（第 II 議定書第 20 条第 10 項）に従って、2005 年 8 月 19 日、ンクルンジザが議会で大
統領に選出された。 
紛争後ブルンジの政治制度やそこでの CNDD-FDD の振る舞いについては繰り返さないが［武内














                                                        
2 正式名称は「ブルンジにおける平和と和解のためのアルーシャ協定」（Accord d’Arusha pour la paix et la 
réconciliation au Burundi）で、2000 年 8 月 28 日に署名された。署名者はブルンジ政府と下院および 17 の政党で、
第 I～第 V 議定書から構成される。 
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からなされていたが［ICG 2006］、二期目に入るとその傾向は露骨になり、政権中枢からアルーシ

















判断が 5 月 5 日に下された。大規模な警官隊を投入して連日の抗議デモを封じ込め、5 月 13 日に
治安機関内反体制派が試みたクーデタの鎮圧に成功したあとは、軍や警察をはじめ政府内反体制
派の取り締まりを強化した。この結果、市民社会の活動家はもとより、政府や与党、治安機関な









                                                        
4 ンクルンジザ三選をめぐる 2015 年初めの動きを整理しておこう。市民社会の動きとして、2015 年 2 月初旬に三
選反対キャンペーンの市民団体が大統領に公開書簡を送り、3 月 7 日にはカトリック教会が三選反対を訴えた。
国際社会の動きとしては、3 月 13～14 日にコフィ・アナンや米仏の国連大使らからなる国連ミッションがブル
ンジを訪問し、同 29 日には潘基文国連事務総長が電話会談を行って、三選出馬断念を働きかけた。政権内部の
動きとしては、軍・警察とともに治安機関の一翼を担う国家情報局（Service National des Renseignements: SNR）
のトップであるニョンバレ（G. Nyombare）大尉が 2 月 18 日に更迭され、その理由は大統領に三選出馬断念を
進言したためと報じられた（その後、ニヨンバレは 5 月のクーデタ未遂事件の首謀者となった）。3 月 25 日には、
大統領に対して三選出馬断念を促す公開書簡を送った CNDD-FDD 幹部 10 名が同党から除名処分を受けた。な
お、本稿におけるクロノロジカルな情報は、基本的にすべてブルンジ情報サイト ARIB による。 
5 アルーシャ協定第 II 議定書第 7 条第 3 項は、移行期間後の大統領について、その任期が 2 期を超えることがで
きないと定めており、2005 年憲法との整合性は明らかである。 
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ルワンダ大統領の三選禁止規定は、2003 年 6 月 4 日に制定された憲法の第 101 条に見出すこと
ができる［Republic of Rwanda 2003］。条文には「共和国大統領は 7 年の任期を 1 回のみ更新可能
である。いかなる場合も、2 期以上の大統領任期を務めることはできない」とある。 
この憲法が制定されたのは、1994 年に終結したルワンダ内戦から 9 年後のことである。トゥチ
難民を中核とする反政府武装勢力「ルワンダ愛国戦線」（Rwandan Patriotic Front: RPF）の侵攻によ
って 1990 年に勃発したルワンダ内戦は、国内のトゥチを主たる標的としたジェノサイドを経て、




行使し、2000 年以降大統領となった元 RPF 総司令官のカガメ（P. Kagame）である。新憲法制定
と選挙実施までに内戦終結から 9 年を要したのは、RPF の統治体制が十分に安定するのを待った
ためであった。 
そうした状況下で制定された憲法には、少数派トゥチを中核とする RPF の統治永続に資する仕
組みが盛り込まれている。下院の約 3 分の 1、上院の全議席が普通選挙ではなく任命や互選で決
まることや、「国民の分断」を処罰の対象と規定していることはその例である。RPF は政府と一体
化しており、普通選挙を通さない議員の任命に決定的な影響力を行使できるし、「国民の分断」を
口実として反体制派の取り締まりが可能になる［武内 2010; Takeuchi 2013］。実際、下院選挙に際
して有力野党が解党を命じられたり、大統領選挙に際してカガメの対抗馬が当局の取り締まりを
受け、あるいは逮捕されるなど、反体制勢力には露骨な抑圧が加えられた［Takeuchi 2011］。こう
した枠組みの中でカガメと RPF は常に選挙で圧勝し、国内的にも治安の安定を実現してきた7。 




万 4586 通に達したと報じている［The New Times 15 July 2015］。ルワンダの総人口は約 1000 万人
だから、単純に考えれば成人のほとんどが請願を送ったことになる。7 月 15 日、請願を受けた上
下両院は圧倒的多数で憲法改正に支持を表明し、そのうえで全国を回って一般の人々から意見聴
取を行った。これ以降 10 月まで、The New Times のような政府系有力紙では連日カガメの任期延
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長を求める国民の声が紹介された。10 月末、2003 年憲法第 101 条の条文を改正し、大統領任期を
5 年とし 2 期まで再選可能とする（ただし、移行期間として 7 年の任期を 1 期だけ置き、カガメ
の出馬を認める）案が議会に上程され、圧倒的多数をもって両院で可決された。そして、12 月 18
日、憲法改正案はレファレンダムに付され、98.3%の賛成をもって採択された。これにより、カガ










コンゴ共和国の三選禁止規定は、2002 年憲法第 57 条に見出せる［République du Congo 2002］。
そこでは、「共和国大統領は直接普通選挙によって 7 年の任期で選出される。それは一回再選可能
である。」と規定されている。加えて、第 58 条では「立候補受付時に 40 歳以上 70 歳未満でない
者」は大統領選挙の被選挙権を持たないと定めており、当選回数に加えて年齢によっても大統領
選挙の立候補資格に制限が加えられていた。また、この憲法は大統領任期に関する条文の改訂を
認めていないため（第 185 条）、任期を変えるためには新たな憲法の制定が必要となる。 
2002 年憲法は、内戦終結の 5 年後に定められた。憲法制定に至る政治過程を簡単にまとめてお
こう。冷戦期、コンゴはマルクス=レーニン主義を標榜し、「コンゴ労働党」（Parti Congolais du 
Travail: PCT）の指導の下、1979 年以降はサスー（D. Sassou-Nguesso）が大統領を務めていた。し
かし、冷戦終結とともにマルクス=レーニン主義を放棄して多党制を導入し、1993 年に議会選挙、
大統領選挙を実施した。この選挙では中南部に支持基盤を持つ「社会民主主義パンアフリカ連合」
（Union Panafricaine pour la Démocratie sociale: UPADS）とその候補者リスーバ（P. Lisouba）が勝利





1994 年 2 月に停戦合意が成立し、状況はいったん収拾へと向かったが、1997 年に選挙が近づく




1992 年選挙における PCT の下野はそれを反映したものだが、サスーは 5 年後に軍事力で政権を奪
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指導者とする政党「民主主義と統合的発展のためのコンゴ人運動」（Mouvement Congolais pour la 




2002 年憲法の制定以降、下院選挙は 5 年ごとに実施され、いずれも PCT とその同盟政党が圧倒
的勝利を果たした。2002、2007、2012 年の下院選挙で、PCT の議席数はそれぞれ 53（総議席数
137）、46（同）、89（総議席 139）であった。2012 年選挙で獲得議席数が急増しているが、これは
突然の変化ではなく、同盟政党を合わせればどの選挙も圧倒的勝利であった。与党連合以外の勢
力は、2002 年と 2007 年は 12 議席、2012 年は 7 議席に留まった［EIU July 2002, 16; October 2007, 12; 
4th Quarter 2012, 18］。2009 年 7 月の大統領選挙でも、サスーは 78.6%の圧倒的な得票率で再選さ
れた。ただし、選挙では不正が横行し、対立候補の多くは抗議のためボイコットした［EIU October 
5th 2009, 13］。政権側の抑圧や取り込みのため、1990 年代と違って近年の野党は政権の対抗勢力
になっていない。 
2002 年に大統領に当選したサスーは、2016 年で 2 期目の任期が終わる。1943 年生まれの彼は
既に 70 歳を超えているから、年齢的にも憲法の規定に抵触する。サスーが大統領職を継続するた
めには、いずれにせよ新憲法の制定が必要であった。 
コンゴでこの議論が本格化するのは、2014 年末のことである。同年 10 月末、ブルキナファソ
でコンパオレ（B. Compaoré）大統領が憲法を改正して政権に留まろうとしたものの、市民の激し
い反発によって辞任・亡命を余儀なくされる事件が起こり、これを契機に大統領任期問題への関
心が高まった［EIU 1st Quarter 2015, 17］。この時期以降、新憲法制定を主張する与党とそれに反対
する野党の間で論戦が活発化した。事態が大きく動くのは 2015 年 7 月である。政府の効率性を高
めるため国家機構の総点検が必要だと訴える PCT の主張を背景に、同月 13～17 日、南西部の都
市シビティ（Sibiti）で「国民対話」が開催され、政党、市民社会、宗教団体などから約 500 人が
出席した。憲法をめぐる議論は紛糾したものの、議事運営を親政権派が押さえ、最終的には新憲
法制定に前向きな勧告が採択された［EIU 4th Quarter 2015, 18］。 
これを受けてサスーは、9 月 22 日、新憲法案をレファレンダムにかけることを発表した。新憲
法案では大統領任期は 5年に変更され、3期まで務めることが可能とされた（新憲法案第 65条） 8。
新憲法が制定されればサスーの任期は再び 1 期目から勘定されるから、新たに 15 年間大統領の座
に留まることができる。首都では連日抗議デモが行われたものの、レファレンダムは 10 月 25 日
に予定どおり実施され、その 2 日後には 72.4%の投票率で 93.0%が賛成票を投じたとして、新憲法
の採択が発表された［Le Monde 27 Octobre 2015］。ただし、野党によるボイコット呼びかけのため
投票率はかなり低かったと見られ、レファレンダムの結果は国内外で疑問視された。旧宗主国の
                                                        
8 Projet de constitution de la République du Congo. 
(http://www.ambacongo-us.org/Portals/6/pdfs/Projet_Constitution._10-10-2015.pdf 2016 年 4 月 29 日閲覧) 
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フランスも、レファレンダムの結果を認めないとの声明を出している。しかし、政権側は意に介








































ブルンジ ルワンダ コンゴ 
（出所）Freedom House 2016a から筆者作成。 
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も不自由な「７」までの間で評点が付けられる。図が示すのは 2 つの指標の平均値であり、3 カ
国について 1990 年以降の推移を示している。いずれの国も総じて自由度は低く、フリーダムハウ
























































































ブルンジ ルワンダ コンゴ 
（出所）World Development Indicators から筆者作成。 
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ビィ（2003 年に廃止。以下同）、ウガンダのムセヴェニ（2005 年）、カメルーンのビヤ（2008 年）、
ジブチのゲレ（2010 年）、アンゴラのドス・サントス（2010 年）が挙げられる［鈴木 2016, 78］。
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